
要望の内容

租税特別措置等の創設年度及び改正経緯

適用又は延長期間

必要性等

（政策体系における政策目
的の位置付け）

（達成目標及び測定指標）

有効性等

（減収額） 　平成21年度：約１億1,400万円（約3,560キロリットル）、平成22年度：約１億1,400万円（約3,555キロリットル）、平成23年度：約１億1,000万円（約3,423キロリット
ル）、平成24年度：約１億1,400万円（約3,540キロリットル）、平成25年度：約１億1,700万円(約3,631キロリットル）
　平成27年度：１億1,400万円（推計）、平成28年度：１億1,400万円（推計）、平成29年度：１億1,400万円（推計）

　昭和31年の軽油引取税創設当時から、非課税措置がなされていた。平成21年度の地方税法の改正により、軽油引取税が目的税から普通税に変更され、非
課税措置は３年間の時限措置となり、これが平成24年に延長され、平成27年３月31日までの時限措置となった。

（政策目的及びその根拠） ≪租税特別措置等により実現しようとする政策目的≫
 海上及び海上からのテロ活動の未然防止、薬物・銃器密輸の水際阻止の強化等を図り、国民の安全・安心を確保すること。
≪政策目的の根拠≫
○　警察法（昭和29年法律第162号）第２条第１項及び第36条第２項
○　「世界一安全な日本」創造戦略（平成25年12月10日犯罪対策閣僚会議決定・閣議決定）２(3)③・④、４(3)④、４(4)②、４(6)④・⑧、５(4)⑦、７(1)③・⑬
○　国土強靱化基本計画（平成26年６月３日閣議決定）第３章２（１）

平成26年度実績評価計画書（平成26年３月　国家公安委員会・警察庁）
　基本目標１　市民生活の安全と平穏の確保
　　 業績目標１　総合的な犯罪抑止対策の推進
　　 業績目標２　地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化
　基本目標３　組織犯罪対策の強化
　　業績目標１　暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化
　　業績目標２　来日外国人犯罪対策の強化
　基本目標５　国の公安の維持
　　業績目標１　重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処
　　業績目標２　大規模自然災害等の重大事案への的確な対処
　　業績目標３　対日有害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処

≪租税特別措置により達成しようとする目標≫
　　水上警察活動の充実
≪租税特別措置等による達成目標に係る測定指標≫
　・ディーゼルエンジン搭載警察用船舶１隻当たりの駆動時間
　・水上警察活動に伴う犯罪検挙人員数、保護救助人員数

　生活安全局地域課、長官官房会計課装備室

（適用数等）

（別記様式第６号）

租税特別措置等に係る政策の事前評価書（要旨）

　警察用船舶の動力源に供する軽油の引取りについては、軽油引取税を免除する措置の本則化・恒久化を図る。

本則恒久措置

租税特別措置等の名称

評価実施時期

担当部局

　軽油引取税の課税免除の特例措置の恒久化（警察用の船舶）

　平成26年７月（分析対象期間：平成21年４月～平成32年３月）

　ディーゼルエンジン搭載警察用船舶
　　　 平成22年：169隻、平成23年：162隻、平成24年：158隻、平成25年：151隻
　　　 平成27年度：151隻（推計）、平成28年度：151隻（推計）、 平成29年度：151隻（推計）



相当性

（他の支援措置や義務付
け等との役割分担）

（地方公共団体が協力する
相当性）

前回の事前評価又は事後評価の実施時期　平成23年７月

≪政策目的の実現状況≫
　限られた予算の中で必要な燃料を購入することができたことから、水上警察活動が充実し、海上及び海上からのテロ活動の防止や海上警備・沿岸警備の強
化等による国民の安全・安心の確保という所期の目標が達成されたが、引き続き、国民の安全・安心の確保を図る必要がある。
　 海上及び海上からの重大テロ事案等の発生件数
　　　　平成22年：０件、平成23年：０件、平成24年：０件、平成25年：０件
　 水上警察活動に伴う犯罪検挙人員数
　　　　 平成22年：323人、平成23年：355人、平成24年：240人、平成25年：155人
   水上警察活動に伴う保護救助人員数
　　　　平成22年：269人、平成23年：144人、平成24年：203人、平成25年：107人

（効果・達成目標の実現状
況）

≪租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況≫
　限られた予算の中で必要な燃料を購入することができたことから、ディーゼルエンジン搭載警察用船舶１隻当たりの駆動時間が十分に確保され、水上警察活
動の充実という所期の目標が達成されたが、引き続き、水上警察活動の充実を図る必要がある。
   ディーゼルエンジン搭載警察用船舶の数
 　　　平成22年：169隻、平成23年：162隻、平成24年：158隻、平成25年：151隻
   ディーゼルエンジン搭載警察用船舶１隻当たりの駆動時間
　　　 平成22年：552.8時間、平成23年：561.0時間、平成24年：842.9時間、平成25年：702.0時間

　なし

　水上警察活動は、都道府県警察の活動の一部であるから、当該課税免除措置に対して受益者である都道府県が協力することについては相当性がある。

（租税特別措置等によるべ
き妥当性等）

  当該課税免除措置により燃料費が削減され、警察用船舶による水上警察活動の充実に資することから、当該課税免除措置はその政策目的に整合している。
　警察用船舶による水上警察活動は、国民の安全・安心を確保するために必要なものであるが、当該課税免除措置は、財政面からその充実を図るための必要
最小限の措置である。
　 また、課税免除措置の適用要件が、地方税法上、船舶の使用者が当該船舶の動力源として供する軽油と明確に定められている。

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》
　購入できる軽油の量が約28％減少することとなり、ディーゼルエンジン搭載警察用船舶１隻当たりの駆動時間も同様に減少することが予想される。駆動時間
の減少に伴い、海上及び海上からのテロ活動や薬物・銃器密輸等の敢行を容易ならしめるほか、海上における人命救助活動が制約されることとなるなど、海上
等における国民の安全・安心の確保に多大な悪影響が生じることが予想される。
《税収減を是認するような効果の有無》
当該措置により発生する税収の減少額は、水上警察活動による重大テロ事案の未然防止等、国民の安全・安心の確保という公益上の便益に比して是認される
範囲のものであると考えられる。

有識者の見解

　他の支援措置はない。


